












The present condition and problems of foster care
-advancements in entrusting foster children




Foster care is a way of offering children a home while their own parents are
unable to look after them. Most children in foster,care have experienced disrup-
tions in attachment formation due to child abuse, neglect and/or multiple place-
ments. So, it is desirable to make an appropriate match.
In this article, the author first studies the significance of advancements in en-
trusting- foster children to parents and making a good match; and then shows the
contemporary condition of the foster care system in Japan; finally she investi-
gates the movement of the foster care system and realization of appropriate
matches referring to the trends in other countries. The author has concluded that
it is necessary to enrich both quality and quantity of foster parents in order to
promote the foster care system and making appropriate matches. Furthermore,
the author argues that Japan should improve the treatment of foster children, in-
crease the number of foster parents and their types, and prepare various consider-
able allowances and training systems.
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16)高橋三郎･大野裕･染矢俊幸訳rosM-iv精神疾患の診断･統計マニュアル(Diagnostic and Statistical Man-



































スタ-ケアー里親制度と里親養育-』 (明石書店､ 2003年) 201-202頁参照｡
20)施設､里親あるいは養親のもとでの養育の影響について､ H. Rudolph Schaffer "Making decisions about chil-















































2004年) 303-324頁｡庄司順一『フォスターケア-里親制度と里親養育-』 (明石書店､ 2003年)｡吉田恒雄編F児














































































































































1989年の児童法(Children Act 1989)や2002年の里親サービス規則(Statutory Instru-








42)加藤永- 『親子･里親･教育と法』 (一粒社､ 1993年) 80-82頁｡
43)なお､里親制度不振の理由と委託促進のための具体策についての検討については､ ｢里親制度の拡充･整備に関す
る研究会報告書｣ ((財)全国里親会､ 2003年)､ ｢里親委託促進のあり方一里親委託促進のあり方に関する研究委員
会報告書-｣ ((財)全国里親会､ 2003年)を参照｡
44) 4つの地域のいずれにおいても､自治体育成児(looked after by a local authority)の処遇方法のうち､約60%
-70%が里親委託である｡また､在宅指導を除き､養子縁組準備を加えると約80%-90%が広義の里親委託であると





































































50)たとえば､ 1974年に創設された英国里親協会(The National Foster Care Association: NFCA)は､里親のみな
らず地方当局者､民間団体の関係者など､約1万人の会員を有しており､同協会は研修のプログラムの開発､図書
の刊行､電話相談､助言､保険料の負担などを行っている｡また､里親養育･養子縁組支援機関(British Agen-






































里親制度に関連する機関としては､児童社会扶助局(1-Aide Sociale a l'Enfance:
ASE)が雇用主である私人･法人を監督し､母子保護課(Protection Maternelle et
52)アシスタント･マテルネルのほとんどが女性であるため､一般には､ assistante maternelleが男性を含むものと
して用いられる｡
53)本節の叙述については主に以下の資料を参考とした｡湯沢薙彦F里親制度の国際比較』 (ミネルヴァ書房､ 2004年)
50-87頁｡中川高男｢フランスの里親制度･その1 (関係する行政的･法律的保護)｣平成13年度厚生労働科学研
究(子ども家庭総合研究事業)報告書(第6/7) 182-195頁(2002年)｡菊池緑｢フランスの里親制度･その2
(パリ県の児童社会援助サービス)｣平成13年度厚生労働科学研究(子ども家庭総合研究事業)報告普(第6 /7 )
196-216頁(2003年)0
100 国際公共政策研究 第9巻第1号
Infantille: PMI [以下｢PMI｣という])が里親を監督･指導する｡関連する児童福祉施
設としては､乳児園(3歳未満)､家庭保育所､母子施設(子どもが3歳未満の場合)､臨
時託児所(6歳未満)などがある｡
③　委託の手続と里親への指導･支援
里親になるためには事前にアグレマンの交付をうけなければならない｡この認定取得義
務は､永続型里親､非永続型里親を問わないとされており､認定がない場合の労働は刑事
上の処罰対象となる｡里親希望者は､ PMIの県事務所に申請書類を提出しなければなら
ないが､その際､身体的･精神的疾患がないことを証明するための健康診断書を提出しな
ければならないo受託できる子どもは原則3人であり54)､里子となる未成年者の年齢は申
請者よりも少なくとも10歳以上年下でなければならない｡申請する者は一般法における労
働者の最低年齢である16歳以上の者であればよい｡認定内容は永続型里親あるいは非永続
型里親といった養育形態と子どもの人数･年齢､子を預かる時間である｡認定は全国的に
有効で､期間は5年であり更新が必要である｡なお､違反があれば期間は短縮され､資格
要件を欠く状況になった場合は認定は停止･変更･取消となる｡
里親の研修については､ 1992年の7月12日法によってすべての里親に原則的に義務づけ
られている｡研修の費用は県の負担で行われ､研修中の里親の報酬は雇用主が負担する｡
研修の履修義務を守らなかった場合にはアグレマンの更新を拒否される｡永続型里親資格
で未成年者を受け入れるための認可里親の研修は､ 3年につき最低120時間であるが､_育
児学補助者の免許や育児専門の免許を有する者､特殊教員の免許を有する者は研修を免除
される｡非永続型里親の資格で未成年者を受け入れるための認可里親に課される研修は､
5年間につき最低60時間である｡ただし､永続型里親に課される最低120時間の研修を履
修している者､または､少なくとも中等教育終了後2年以上の課程において幼児にかかわ
る領域で認可された免許をもっている場合には､上述の研修は免除される｡なお､里親は
その雇用主が誰であれ､また､その活動方法がどのようであっても社会保障法の適用によ
り労働災害や職業病についての保護を受ける｡
5.おわりに-里親委託の促進と適切なマッチングを実現するために
以上､本稿では､要保護児童の処遇における里親委託の促進と適切なマッチングの重要
性について検討した後､わが国における里親制度の現状と社会的意義､イギリスおよびフ
ランスにおける里親制度の動向を概観しそきた｡
54) 1992年7月12日法において､里親側の受け入れの能力と子の保護を考慮して規定された｡したがって､望親側の受
け入れ能力と子の福祉が確保される場合には例外的に3人を超える場合も認められる｡
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『1.はじめに』では､要保護児童の社会的養護のあり方について､欧米諸国において
は里親養育が社会的養護の第一選択肢であることが常識となっていること､一方､わが国
においては､近年になってようやく､家庭的養護の重要性が国家レベルにおいても再認識
され､里親委託の促進の必要性と重要性などに関する合意が形成されてきたことを指摘し
た.そこで､ 『2:里親委託の促進と適切なマッチングの重要性』では､その(1)において､
2002年9月5日に公布さ_れた｢里親の認定等に関する省令｣及び｢里親が行う養育に関す
る最低基準｣､これに関する局長通知である｢『里親の認定等に関する省令』及び『里親が
行う養育に関する最低基準』について｣などで指摘されている｢乳幼児期の愛着関係の形
成｣の重要性やBowlbyの愛着理論を参考に､里親委託の促進の重要性について検討した｡
その結果､特定の養育者との親密で安定した継続的な関係を築くことのできる里親養育は､
子どもの健全な成長を確保することすなわち子どもの利益に資するものであり､要保護児
童の処遇にあたっては里親委託を促進するための方法を検討し実践していく必要があるこ
とを再確認した｡つづく(2)においては､愛着障害の問題や里親養育の実際について述べ､
里親養育においては､里子と里親の個人的な感情が相互に深く関わるものであるがゆえに､
両者の関係が悪化した場合には悲惨な結果に終わる可能性が高くなること､したがって､
要保護児童の処遇にあたっては里親委託の促進のみならず､このような悲劇を回避するた
めの方法についても検討する必要があることを指摘し､里親委託にあたっては､里親-の
研修_や指導に重点をおいた対応のみならず､里親養育の実際に配慮した里子と里親の適切
なマッチングが必要であるということを確認した｡
次に､ 『3.わが国における里親制度の現状と社会的意義』では､ (1)でわが国におけ
る里親制度の現状について整理し､つづく(2)において､里親制度の社会的意義について
検討した｡その結果､里親委託を促進させ､適切なマッチングを実現するためには､その
前提条件として､里親を質･量ともに充実させることが肝要であるが､わが国においては､
これらの条件を十分にみたしているとはいえず､また､要保護児童の処遇についても､そ
の必要性が高いにもかかわらず､里親委託を優先するという考え方が未だに浸透していな
いということが確認された｡これらの点については､これまでにも指摘されてきたことで
あるが､現行の里親制度が不十分なものであるとはいえ､子どもの福祉の向上に大きな役
割を果たすものである以上､問題を再認識し解決していく必要があると思われた｡そこで､
諸外国における里親制度の動向を参考にするため､ 『4.イギリスおよびフランスにおけ
る里親制度の動向』では､ (1)においてイギリスにおける里親制度の動向を､ (2)において
フランスにおける里親制度の動向を概観した｡その結果､イギリスでは､里親委託優先の
原則が現在でも続いており､里親の認定は地方自治体のみならず民間の独立機関も行える
こと､また､これらのことにより里親の質と量が確保され､適切なマッチングの実現を可
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能なものにしていることが確認できた｡他方､フランスの里親は個人又は法人もしくは地
方公共団体に雇用された有給労働者という大きな特色をもっており､里親の認定要件や最
低賃金などに関する厳密な規定は里親の地位に社会的な認知を与えることとなり､その結
果として､里親の質と量を確保し里親養育にかかわる様々なニーズに対応できるようになっ
ていることがわかった｡これらの国の動向との比較から､わが国において里親委託が進ま
ない主な要Egとしては､第1に児童相談所の職員が里子と里親のマッチングや指導に長け
ておらず､また委託後の十分なフォローが確保できないことなどから里親委託を敬遠する
傾向にあること､第2に申請から認定までの手続や委託後の指導･支援など里親の権利義
務について不明確である点が多いこと､第3に里親になる家庭の評価が十分ではないこと
などが考えられた｡これらは里親委託を促進させ､適切なマッチングを実現させるための
大前提として解決していかなければならない喫緊の課題であるといえる｡
わが国における里親制度の促進と適切なマッチングの実現にむけては､上述のような課
題への対応をはじめとして､里親の種類や採用方法､里子や里親の処遇形態の充実をはか
り､現状よりもいっそうポイントを絞った里親養育の個別類型に即した研修や援助体制の
あり方について､その制度や実態を個別具体的に検討していく必要があるが､これらは今
後の課題である｡
